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１ 横浜市医療安全相談窓口の設置経過と国の取組 

横浜市の動き 国の動き 

平成 11 年１月横浜市立大学附属病院で患者取違え事故発生 

平成 11 年２月都立広尾病院消毒薬の誤注入事故発生 

平成 12 年５月 

・市立病院等安全管理者会議発足 

 

 

 

 

 

 

 

平成 15 年３月 

・「横浜市市立病院のあり方検討委員会」最終答申 

平成 16 年４月 

・医療に対する市民の関心が高まる中、医療の安全安

心を推進していくため、医療安全課が新設される。 

平成 16 年７月 20 日 

・医療安全課に「横浜市医療安全相談窓口」を設置 

・医療安全相談窓口データベース稼動 

平成 17 年２月 

・横浜市医療安全推進関係団体連絡会発足 

平成 17 年３月 

・第１回横浜市医療安全研修会開催 

平成 19 年４月 

・「横浜市医療安全相談窓口」を医療法上の医療安全支

援センターと位置づけ(横浜市告示第１４２号平成１９年４月５日)

平成 20 年４月 

・横浜市医療安全推進協議会設置（連絡会から発展） 

平成 20 年７月 

・専任の嘱託相談員を配置 

平成 22 年９月 

・専任の嘱託相談員の増員 

（２名体制へ） 

平成 23 年 12 月 

・横浜市医療安全推進協議会を市の附属機関として条

例に規定 

 

 

 

平成 13 年４月 

・厚労省に医療安全推進室設置 

平成 14 年４月 

・「医療安全推進総合対策」の策定 

 『医療機関や地域における相談体制の整備』が盛

り込まれる。 

平成 14 年 10 月 

・医療機関における安全管理体制の強化 

（医療法施行規則改正平成 14 年 10 月１日施行） 

病院、有床診療所に医療安全管理体制の義務化 

平成 15 年４月 

・特定機能病院及び臨床研修病院における安全管

理体制の強化 

（医療法施行規則改正平成 15 年４月１日施行） 

・「医療安全支援センターの設置について」通知 

都道府県から医療安全支援センターの設置が開始 

・医療安全支援センター総合支援事業を日本医療機

能評価機構が受託 

平成 19 年４月 

・医療安全支援センターの制度化 

（医療法改正平成 19 年４月１日施行） 

都道府県等にセンター設置の努力義務と公示が求

められる。 

・医療機関における安全管理体制の確保 

(医療法施行規則改正平成 19 年４月１日施行) 

無床診療所、助産所に医療安全管理体制の義務化 

・医療安全支援センター総合支援事業を東京大学大

学院医学系研究科医療安全管理学講座が受託 

＜設置状況＞       平成 21 年   平成 23 年 

都道府県             47          47 

保健所設置市区         49          56 

二次医療圏             257         269 

  
 

これらの重大な医療事故を機に国は医療安

全への施策に取り組んだ 

20 年度から 

年 間 相 談 件 数

5,000 件を突破 

その後、年度

２～３回実施 

「市内医療機関に対する市民からの相談苦

情窓口の設置と医療行政への反映」が提言

される。 
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２ 横浜市医療安全支援センター（横浜市医療安全相談窓口）※の事業 

横浜市医療安全支援センターは、「医療安全支援センター運営要領」（厚生労働省通知 平成 19

年３月 30 日）に基づき、以下の事業を実施しています。 

 

(1) 横浜市医療安全相談窓口 

 患者・家族からの相談や苦情等を受け付け、中立的な立場で当事者間の問題解決に向けた取組

を支援しています。 

 

(2) 横浜市医療安全推進協議会 

横浜市域における患者・住民からの相談等に適切に対応するため、横浜市医療安全相談窓口の

運営方針や地域における医療安全の推進のための方策等を検討しています。 

 

(3) 医療機関、医療従事者に向けた連携の取組 

市内医療提供施設に従事する医療関係者を対象とした医療安全研修会の実施や、横浜市立病

院等安全管理者会議の運営協力、メールマガジンやホームページを活用した医療安全情報の配信

などを行っています。 

 

(4) 医療安全への市民の参加に向けた取組 

患者・市民に対し、医療に関する知識と診療における主体的な自己決定の支援等を目的とした講

演会や出前講座、リーフレット「お医者さんへの上手なかかり方」の発行を行なっています。また、ホ

ームページを活用した情報発信を行なっています。 

 

(5) 関係団体、機関との連携 

横浜市からは、各医療関係団体が主催する研修会や発行紙で、医療安全相談窓口の相談事例

等を報告しています。また、各医療関係団体からは市主催の医療安全研修会の共催や医療安全推

進協議会への会員派遣などの協力体制をとって連携しています。 

 

 

※本市では、平成19年４月の医療法の改正に伴い、都道府県、保健所設置市等は、「医療安全支援センター」を設置する

ように努めなければならないと規定されたことを受けて、平成 16 年７月に設置した「横浜市医療安全相談窓口」を、医療

法上の「医療安全支援センター」として位置付けました（資料編 ５ 横浜市告示第 142 号（平成 19 年４月５日）を参照）。

そのため、表記を「横浜市医療安全支援センター（横浜市医療安全相談窓口）」としています。 

 

 

                           ＊各事業については、『第２ 事業概要』で解説します。 

8 第１　２横浜市医療安全支援センター 
（横浜市医療安全相談窓口）の事業



横浜市医療安全支援センター（横浜市医療安全相談窓口） 

周知用リーフレット 「横浜市医療安全相談窓口のご案内」 

平成 24 年度 30,000 部発行 
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